
厚生労働省では、令和３年度都道府県・市区町村における障害者虐待事例への対応等に
関する状況について調査を実施しました。このほど、調査結果がまとまりましたので公表し
ます。

【調査結果（全体像）】

（注１）上記は、令和3年4月1日から令和4年3月31日までに虐待と判断された事例を集計したもの。
カッコ内については、前回調査(令和2年4月1日から令和3年3月31日まで)のもの。

（注２）都道府県労働局の対応については、令和4年9月7日雇用環境・均等局総務課労働紛争処理業務室のデータを引用。
（「市区町村等への相談・通報件数」は「都道府県労働局へ通報・届出のあった事業所数」、「市区町村等による虐待判断件数」は
「都道府県労働局による虐待が認められた事業所数」と読み替え。）

令和３年度 都道府県・市区町村における障害者虐待事例への対応状況等（調査結果）

法施行後の状況

養護者による
障害者虐待

障害者福祉施設従事者等
による障害者虐待

（参考）
使用者による障害者虐待
（都道府県労働局の対応）

市区町村等への
相談・通報件数

7,337件
(6,556件)

3,208件
(2,865件)

1,230事業所
(1,277件)

市区町村等による
虐待判断件数

1,994件
(1,768件)

699件
(632件)

392件
(401件)

被虐待者数
2,004人

(1,775人)
956人

(890人)

502件
(498件)

1



市区町村

虐待の事実
が認められ
た事例

被虐待者数
2,004人

虐待者数
2,155人

（死亡事例：
0人）

虐待事例に対する措置

令和３年度 障害者虐待対応状況調査＜養護者による障害者虐待＞

相談
通報

7,337件

主な通報
届出者内訳

●警察 (46.5%)

●本人による届出 （13.4%)

●相談支援専門員（12.3%）

●障害者福祉施設・事業

所の職員 (11.3%)

●当該市区町村行政職員

(4.6%)

●家族・親族 (3.1%)

都道府県

市区町村に
連絡した事
例 17件

明らかに虐待でな
いと判断した事例
20件

37件

7,300件

① 養護者への助言・指導 43.7%
② 定期的な見守りの実施 39.9%
③ サービス等利用計画見直し 17.3%
④ 新たに障害福祉サービス利用 14.8%
⑤ 障害福祉サービス以外の

サービス利用 4.3%

① 障害福祉サービスの利用 43.7%
② 法に基づくやむを得ない措置 9.1%
③ ①、②以外の一時保護 11.8%
④ 医療機関への一時入院 15.3%
⑤ その他 20.1%
①～⑤のうち、面会制限を行った事例

26.4%

対応検討・調整中を除く被虐待者数
1,932人

うち、虐待者と分離した人数 701人

対応検討・調整中 72人

うち、市町村長申立 81人

成年後見制度の審判請求 128人

事実確認調査を行った
事例 6,339件

うち、法第11条に基づく
立入調査 107件

事実確認調査を行って
いない事例 1,174件

・明らかに虐待ではな
く調査不要 875件
＊都道府県判断の20件を含む

・調査を予定、又は検
討中 120件

1,994件

●性別
男性（64.8%）、女性（35.2%）

●年齢
60歳以上（38.1%）、50～59歳（25.0%）
40～49歳（17.7%）
●続柄
父（25.1%）、母（23.1%）、夫（16.8%）
兄弟（10.9%）

虐待者(2,155人）

●性別 男性（33.5%）、女性（66.5%）
●年齢
50～59歳（22.5%） 、 40～49歳（22.0%）
20～29歳（20.4%）
●障害種別（重複障害あり）

●障害支援区分のある者 （50.1%）
●行動障害がある者 （27.7%）
●虐待者と同居 （86.9%）
●世帯構成
両親（14.5%） 、配偶者（13.4%）、
両親と兄弟姉妹（11.5%） 、母（8.8%）

被虐待者（2,004人）

事実確認調査の状況 （7,513件)

28
件

＊令和２年度に通報・届出があった事案176件を含む

虐待行為の類型（複数回答）

身体障害 知的障害 精神障害 発達障害 難病等

18.3% 45.7% 41.7% 4.1% 3.0%

家庭における被虐待者と虐待者の人間関係 42.5%

虐待者が虐待と認識していない 42.3%

虐待者の知識や情報の不足 25.6%

被虐待者の介護度や支援度の高さ 25.1%

虐待者の介護疲れ 20.7%

虐待者の障害、精神疾患や強い抑うつ状態 17.3%

虐待者の介護等に関する強い不安や悩み・介護ストレス 16.6%

市区町村職員が判断した虐待の発生要因や状況（複数回答）

身体的虐待 性的虐待 心理的虐待 放棄、放置 経済的虐待

67.8% 3.7% 31.0% 12.4% 15.8%

2



令和３年度 障害者虐待対応状況調査＜障害者福祉施設従事者等による障害者虐待＞

相談
通報

3,208件

市区町村

主な通報
届出者内訳

●本人による届出
(16.5%)

●当該施設・事業所
その他職員

(15.0%)
●設置者・管理者

(14.3%)
●家族・親族

(10.4%)
●相談支援専門員

(8.4%)

3,011件
障害者総合支援法等
による権限行使等

・ 施設等に対する指導 450件
・ 改善計画提出依頼 423件
・ 従事者への注意・指導 219件

市区町村による指導等

・ 報告徴収・出頭要請・質問・
立入検査 172件

・ 改善勧告 38件
・ 改善命令 1件
・ 指定の全部・一部停止 11件
・ 指定取消※3 1件
・ 都道府県・政令市・中核市等
による指導 225件

障害者総合支援法等
による権限の行使等

都道府県

虐待の事実
が認められ
た事例

被虐待者
956人※1

虐待者
772人※2

（死亡事例：
0人）

市区町村から報告を受け、更
に都道府県が事実確認を実
施して虐待の事実が認めら

れた事例 11件

都道府県が直接把握して虐
待の事実が認められた事例
11件

11件

11件

699件

●性別
男性（69.0%）、女性（31.0%）

●年齢
60歳以上（20.5%）、40～49歳（17.0%） 、
30～39歳（16.2%）

●職種
生活支援員 （37.2%）、管理者（10.5%）、
世話人 （9.3%）、その他従事者（8.5%）、
サービス管理責任者（6.7%）

●性別
男性（66.4%）、女性（33.6%）

●年齢
～19歳（18.9%） 、 20～29歳（17.6%）、
30～39歳（17.3%）、 40～49歳（16.5%）

●障害種別（重複障害あり）

●障害支援区分のある者 （68.5%）
●行動障害がある者 （36.2%）

虐待者（772人） ※2 被虐待者（956人） ※1

※１ 不特定多数の利用者に対する虐待のため被虐待障害者が特定できなかった
等の7件を除く625件が対象。

※２ 施設全体による虐待のため虐待者が特定できなかった31件を除く668件が対象。
※3 指定取消は、虐待行為のほか人員配置基準違反や不正請求等の違反行為等

を理由として行ったもの。
※4 同じ事例で、複数の市区町村が報告した事例等があるため一致しない。

188件(市区町村に連絡した件数)

197件

事実確認調査を行った
事例 （54件）

＊令和２年度に通報・届出があった事案0件
＊監査・実地指導等により判明した事案13件を含む

＊令和２年度に通報・届出があった事案87件を含む

うち、更に都道府県による事実確認調査

が必要とされた事例 15件

事実確認調査の状況 (3,286件)

事実確認調査を行った事例 2,718件

うち、虐待の事実が認められた事例 748件

・うち、明らかに虐待ではなく調査不要 327件

・うち、調査を予定、又は検討中 180件

うち、都道府県へ事実確認調査を

依頼した事例 5件

事実確認調査を行っていない事例 568件

19件

677件

障害者虐待が認められた事業所種別

教育・知識・介護技術等に関する問題 64.5%

職員のストレスや感情コントロールの問題 54.8%

倫理観や理念の欠如 50.0%

虐待を助長する組織風土や職員間の関係性の悪さ 22.0%

人員不足や人員配置の問題及び関連する多忙さ 24.7%

市区町村等職員が判断した虐待の発生要因（複数回答）

虐待行為の類型（複数回答）

身体的虐待 性的虐待 心理的虐待 放棄、放置 経済的虐待

56.8% 15.3% 42.2% 5.4% 5.0%

身体障害 知的障害 精神障害 発達障害 難病等

16.5% 72.9% 15.3% 6.1% 1.4%

※4

※4
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・明らかに虐待ではなく調査不要 25件
・調査を予定、又は検討中 6件



障害者虐待対応状況調査
＜障害者福祉施設従事者等による障害者虐待＞（抜粋）

行動障害のある者の割合

被虐待者の割合

発生要因の割合

市区町村等職員が判断した虐待の発生要因 H28 H29 H30 Ｒ1 R2 R3

教育・知識・介護技術等に関する問題 65.1% 59.7% 73.1% 59.8% 71.0% 64.5%

職員のストレスや感情コントロールの問題 52.2% 47.2% 57.0% 55.3% 56.8% 54.8%

倫理観や理念の欠如 53.0% 53.5% 52.8% 53.6% 56.1% 50.0%

虐待を助長する組織風土や職員間の関係性の悪さ 22.0% 19.1% 22.6% 16.2% 22.6% 22.0%

人員不足や人員配置の問題及び関連する多忙さ 22.0% 19.6% 20.4% 24.2% 24.2% 24.7%

身体障害 知的障害 精神障害 発達障害 難病等

H25 29.2% 79.8% 14.1% 6.4% 1.8%

H26 21.9% 75.6% 13.5% 2.3% 0.0%

H27 16.7% 83.3% 8.8% 2.3% 0.0%

H28 14.4% 68.6% 11.8% 3.6% 0.7%

H29 22.2% 71.0% 16.7% 5.1% 2.7%

H30 22.7% 74.8% 13.5% 4.2% 0.5%

R1 21.3% 78.7% 11.7% 3.7% 1.2%

R2 18.2% 71.6% 19.4% 5.7% 0.8%

R3 16.5% 72.9% 15.3% 6.1% 1.4%
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H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03

障害者支援施設（「のぞみの園」を含む）

居宅介護

重度訪問介護

療養介護

生活介護

短期入所

就労継続支援A型

就労継続支援B型

共同生活援助

放課後等デイサービス

21.3% 25.7% 28.8%
21.2%

29.3% 32.3%
37.5%

30.6% 36.2%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3
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障害者虐待事例への対応状況等（調査結果）経年比較

注：平成２４年度のデータは下半期のみのデータであり、経年比較としては平成２５年度から令和３年度の９ヶ年分が対象。

養護者による障害者虐待 障害福祉施設従事者等による障害者虐待 使用者による障害者虐待

4,635 

4,458 

4,450 

4,606 

4,649 

5,331 

5,758 

6,556 

7,337 

1,764 

1,666 

1,593 

1,538 

1,557 

1,612 

1,655 

1,768 

1,994 

1,811 
1,695 

1,615 
1,554 

1,570 

1,626 
1,664 

1,775 
2,004 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
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7,000

8,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

相談・通報件数(件)

虐待判断件数(件)

被虐待者数(人)

上段：被虐待者数(人)

下段：虐待判断件数(件)

1,860 

1,746 

2,160 

2,115 

2,374 

2,605 
2,761 

2,865 

3,208 

263 311 339 401 

464 
592 547 

632 
699 455 525 

569 
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777 734 890 
956 

0
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相談・通報件数

(件)
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985 
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1,483 

1,656 

1,458 

1,277 

1,230 

265 

364 

591 581 597 
541 

535 
401 392 
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589 

1,123 
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1,308 
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虐待判断事業所数

(件)
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6

単位：件

相談・通報・
受付等件数

虐待判断
件数

養護者

R3 70 31

R2 65 25
H31・R1 58 23
H30 63 26

施設従事者等

R3 64 15

R2 52 18

H31・R1 70 19

H30 79 21

合 計

R3 134 46

R2 117 43

H31・R1 128 42

H30 142 47

令和３年度三重県における障害者虐待の状況について

【令和3年度障害者対応状況調査より】

１ 相談・通報・受付等件数及び虐待判断件数

※使用者による虐待は都道府県別の集計はありません。



7

三重県における障害者虐待事例への対応状況等（調査結果）の経年比較

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

相談・通報件数

（件）
82 72 74 57 53 63 58 65 70

虐待判断件数

（件）
24 34 19 22 20 26 23 25 31

被虐待者数

（人）
24 34 19 22 20 26 23 26 31
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養護者による障害者虐待

相談・通報件数（件） 虐待判断件数（件）

被虐待者数（人）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

相談・通報件数（件） 33 27 44 40 41 79 70 52 64

虐待判断件数（件） 5 4 4 3 12 21 19 18 15

被虐待者数（人） 5 14 8 3 28 22 19 22 15

33

27

44

40 41

79

70

52

64

5 4 4 3

12
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19 18

15

5

14

8

3

28

22
19

22

15

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

障害福祉施設従事者等による障害者虐待

相談・通報件数（件） 虐待判断件数（件）

被虐待者数（人）

注1：平成24年度のデータは上半期のみのデータのため省略。
注2：使用者による障害者虐待については、三重労働局が認定しているため省略。
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２ 養護者による虐待の種別

単位：件

身体的虐待 性的虐待 心理的虐待 ネグレクト 経済的虐待 合 計

R3 21 0 16 7 3 47

R2 19 0 14 2 6 41

H31・R1 12 1 13 3 6 35

H30 17 3 11 2 11 44

※数字については、重複あり

単位：人

身体障がい 知的障がい 精神障がい 発達障がい 難病等 合 計

R3 8 16 9 0 2 35

R2 7 16 4 0 1 28

H31・R1 3 13 8 1 0 25

H30 6 14 10 0 2 32

※数字については、重複あり

３ 養護者における虐待で虐待を受けた人の障がい種別



４ 養護者による虐待で虐待を受けた人の性別

単位：人

男 女 合 計

R３ １１ ２０ ３１

R2 7 19 26

H31・R1 6 17 23

H30 6 20 26

５ 養護者による虐待で虐待を受けた人の年齢

１０歳～
１９歳

２０歳～
２９歳

３０歳～
３９歳

４０歳～
４９歳

５０歳～
５９歳

６０歳～
合 計

R３ ２ １３ ４ １ ７ ４ ３１

R2 0 5 5 3 6 7 26

H31・R1 1 4 4 5 5 4 23

H30 3 4 3 4 3 9 26

9

単位：人



障害者
支援施
設

生活
介護

療
養
介
護

就労継続
支援Ａ型

就労継続
支援Ｂ型

共同生
活援助

居宅
介護

重度
訪問
介護

放課後等デ
イサービス

合 計

R3 2 1 0 1 6 4 0 1 0 15

R2 6 2 0 0 0 6 0 1 3 18

H31・R1 8 1 0 2 1 6 0 0 1 19

H30 12 2 0 2 1 3 1 0 0 21

10

６ 施設従事者等による虐待のあった事業所等の種別

７ 施設従事者等による虐待で虐待を行った人の職種

単位：人

設置者
管理者

サービス管
理責任者・
児童発達支
援管理責任
者

生活支
援員・
世話人

指導員
看護職
員

保育士
その他の
職員

合 計

R3 4 0 13 0 0 0 1 18

R2 9 1 10 0 0 1 3 24

H31・R1 15 1 12 0 0 0 0 28

H30 3 0 16 0 0 0 3 22

※虐待を行った職員が複数の場合あり。



８ 施設従事者等による虐待の種別

単位：件

身体的虐待 性的虐待 心理的虐待 ネグレクト 経済的虐待 合 計

R３ １０ １ １０ ２ ２ 25

R2 9 2 8 4 0 23

H31・R1 9 1 12 4 0 26

H30 14 1 6 1 1 23

※数字については、重複あり

９ 施設従事者等による虐待で虐待を受けた人の障がいの種別

単位：人

身体障がい 知的障がい 精神障がい 発達障がい 難病等 合 計

R3 4 10 4 0 0 18

R2 7 18 3 0 1 29

H31・R1 2 15 3 0 0 20

H30 10 20 1 0 0 31

※数字については、重複あり
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１０ 施設従事者等による虐待で虐待を受けた人の性別

男 女 不 明 合 計

R3 11 4 0 15

R2 13 8 1 22

H31・R1 12 7 0 19

H30 11 11 0 22

※被虐待者数が複数の場合あり。

１１ 施設従事者等による虐待で虐待を受けた人の年齢

１０歳～
１９歳

２０歳～
２９歳

３０歳～
３９歳

４０歳～
４９歳

５０歳～
５９歳

６０歳～
合 計

R3 0 3 4 3 4 1 15

R2 6 4 5 0 4 2 22（内１人は不明）

H31・R1 1 4 10 2 1 1 19

H30 2 3 3 3 5 6 22

12

※被虐待者数が複数の場合あり。

単位：人

単位：人



１２ 虐待に対して採った措置

単位：件

報告徴収 指 導 対応中

R3 15 15 8

R2 18 18 17

H31・R1 19 19 16

H30 21 21 17

※数字については、重複あり
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○指導内容
・虐待に至った原因の分析
・人権意識、知識や技術向上のための研修の受講及び伝達研修の実施
・事例検討を含めた内部研修の実施
・虐待防止委員会の設置等の体制整備と実効性のある運用
・虐待防止マニュアルの作成等による職員への周知徹底
・職員が定期的に自己点検するためのチェックリストの作成と実施、検証
・管理者による現場の把握や風通しの良い職場づくり
・職員のストレス把握とメンタルヘルスの向上
・第三者の受け入れなど外部の目の活用による予防 など


